
 

 

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に 

関する法律の施行状況に関する報告について（概要） 

 

 特例法の内容及び国会報告の根拠  

○ 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（平成 19 年法律第

131 号。以下「特例法」という。）は、地方年金記録訂正審議会が、保険料徴収の消滅

時効（２年）が成立した保険料分について、被保険者からの保険料天引きの事実があ

るにもかかわらず、事業主の保険料納付の事実が明らかでないと年金記録の訂正の答

申を行った場合等に、厚生労働大臣は、年金記録の訂正を行うとともに、事業主等に

対して保険料納付の勧奨等を行うことなどを内容とするもの。 

○ 特例法第 15 条においては、政府は、おおむね６月に１回、地方年金記録訂正審議会

の調査審議の結果の概要、特例納付保険料の納付の状況等法律の施行状況を国会に報

告することが求められており、これまで、平成 20 年７月以降、毎年１月と７月に報告

している。 

 

 

 今回報告の概要  

 

Ⅰ 特例法第15条の規定に基づき、平成27年４月１日から平成28年３月31日までに地方年

金記録訂正審議会が年金記録の訂正の答申を行った事案と年金事務所で記録訂正が可能

と判断した事案についての施行状況に関して報告するもの（件数は累計）。 

 

１ 地方年金記録訂正審議会の答申結果及び年金事務所の判断結果の概要 

年金記録を訂正する必要があると認められた厚生年金保険関係の件数等 ・・・4,444 件 

（１）厚生年金保険関係の答申件数・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・212 件 

（２）特例法第１条第１項に基づく答申件数等 ・・・・・・・・・・・・・・・・901 件 

①事業主が保険料納付義務を履行しなかったと認められる事案 ・・・・・・・592 件 

②事業主が保険料納付義務を履行したかどうか不明と認められる事案 ・・・・344 件 

（３）特例法第１条第２項に基づく訂正件数等 ・・・・・・・・・・・・・・・3,374 件 

①事業主が保険料納付義務を履行しなかったと認められる事案 ・・・・・・2,756 件 

②事業主が保険料納付義務を履行したかどうか不明と認められる事案 ・・・・629 件 

 

２ 特例法に基づく答申等により厚生労働大臣が記録を訂正した件数 ・・・・・4,275 件 

 

 

 

 

 



 

 

 

３ 特例納付保険料の納付の状況等 

特例納付保険料の総額 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4億 8,441 万 3,879 円 

（１）年金事務所が納付を勧奨した件数・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,712 件 

（２）事業主から納付の申出があった件数・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,152 件 

（３）納付が行われた件数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2,538 件 

（４）納付の申出がない事業主等を公表した件数 ・・・・・・・・・・・・・・・ 36 件 

（５）公表後に納付を再勧奨した件数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 29 件 

 

４ 事業主が納付に応じない場合であって、一定期間経過した後、国が負担した特例納付

保険料の額に相当する額の総額等 

（１）特例納付保険料相当額を国が負担した件数・・・・・・・・・・・・・・・・０件 

（２）国が負担した特例納付保険料相当額の総額・・・・・・・・・・・・・・・・０円 

 

 

Ⅱ 平成19年６月22日から平成27年３月31日までに総務大臣から厚生労働大臣に対し、

年金記録の訂正のあっせんを行った事案と年金事務所において年金記録の訂正が可能と

判断した事案についての施行状況に関して報告するもの（件数は累計）。 

 

１ 年金記録確認第三者委員会における調査審議結果の概要 

厚生年金保険関係のあっせん件数等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・105,928 件 

（１）厚生年金保険関係のあっせん件数・・・・・・・・・・・・・・・・・・15,472 件 

（２）特例法に基づくあっせん件数等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 92,538 件 

①事業主が保険料納付義務を履行しなかったと認められる事案・・・・・・80,239 件 

②事業主が保険料納付義務を履行したかどうか不明と認められる事案・・・13,480 件 

 

２ 特例法に基づくあっせん等により厚生労働大臣が記録を訂正した件数・・・92,538 件 

 

３ 特例納付保険料の納付の状況等 

特例納付保険料の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・96億 9,237 万 4,274 円 

（１）年金事務所が納付を勧奨した件数・・・・・・・・・・・・・・・・・・85,127 件 

（２）事業主から納付の申出があった件数・・・・・・・・・・・・・・・・・74,141 件 

（３）納付が行われた件数・・・・・・・・・・・・・65,953 件（66 億 6,676 万 1,348 円） 

（４）納付の申出がない事業主等を公表した件数 ・・・・・・・・・・・・・・9,636 件 

（５）公表後に納付を再勧奨した件数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6,636 件 

 

４ 事業主が納付に応じない場合であって、一定期間経過した後、国が負担した特例納付

保険料の額に相当する額の総額等 

（１）特例納付保険料相当額を国が負担した件数 ・・・・・・・・・・・・・・8,211 件 

（２）国が負担した特例納付保険料相当額の総額・・・・・・・・35 億 8,476 万 3,217 円 


